
10月

堀金小学校建設事業

12億9,817万円

　旧堀金村の事業を引き続き進め、小学校の新

築工事を完了しました。

10月〜

給食センター建設事業
　合併前から計画が進められてきた中部・南

部学校給食センター建設事業に着手し、地質

調査、用地関連工事を行い、平成18年度の本

格的建設工事に向けた準備を進めました。
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3月

穂高駅周辺地区公園整備事業

5,247万円

　旧穂高町の事業を引き継ぎ、北城公園の造成、

碌山公園用地取得・実施設計を行いました。

安曇野市は何位？
「決算統計」でみる市の財政状況

　昨年度のお金の使い方について、説明してきましたが、お金のやりく

りの力を「決算統計」を用いて分析してみます。「決算統計」は、全国の自

治体で統一された方法で行われているので、各自治体の財政状況を比

較することが可能となります。長野県内19市の中で、安曇野市の財政

力は何番目に位置しているのでしょうか？（平成17年度県内都市（19市）普通会

計決算状況より分析。財政力指数、実質公債費比率は３カ年平均）
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平成17年度 決算公表特集

財政力指数ランキング（県内19市）
　安曇野市が全国
平均的な行政活動
を行うために必要
な経費の財源は、
59％確保しています。
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経常収支比率ランキング（県内19市）
　市として行うべき
事業（生活保護費支
給ほか）が増えたこ
とを主な理由として、
昨年度に比べ4.5ポ
イント上昇していま
す。合併の効果を生
かしつつ、より一層
の行財政改革を図る
必要があります。
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実質公債費比率ランキング（県内19市）
　実質公債費比率は、
18を超えると地方債の
発行が許可制に戻ってし
まいます。県内81市町
村のうち25市町村が18

曇野市は13.8となってい
ます。今後も地方債の償
還額を見定めながら、事
業を計画的に行います。
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10月

消防団法被等購入事業

2,186万円

　女性隊員を増員して、新消防団を発足すると
ともに、法被新調、詰所改修、車輌名称変更
などを行い、新市消防団の士気高揚を図り
ました。

10月

豊科南小学校大規模改造事業

3億906万円

　旧豊科町の事業を引き続き進め、地震補強、

大規模改造工事を行いました。

10月〜

市道新設改良事業

5億7,365万円

　（豊科南部559号線、穂高217号線、堀金1級1号線ほか）旧町村からの継続事業として、道路改良54路線、新設舗装10路線、橋梁整備1路線を行いました。

432万円
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